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１．はじめに 
 






例えば、厚生労働省雇用政策研究会は、2007 年 11 月公表の報告書案の中で、2030 年の労働
力人口は現在よりも 1,070 万人減少すると推計している。
3 




１）。現在の労働力率（60.2％）が米国並みの 70％に上がれば、約 400 万人の労働力人口の増加
が見込まれ、2004 年の労働力率で推移した場合に減少が予想される 1000 万人のうちのかなりの
部分が緩和される。 
2007 年 4 月に出された経済財政諮問会議（労働市場改革専門調査会）の第一次報告におい
ても、日本の克服すべき課題として、就業率の向上と労働時間の短縮が提起されている。この中













                                                        
1 女性だけでみた場合、2005 年、2006 年の両年で 22 万人増加した。 
2 平成 17 年(2005 年)国勢調査および平成 18 年(2006 年)10 月１日人口推計によれば、日本の総人口は 2005 年
に６万 1,000 人、2006 年に５万 1,000 人減少した。 
3 労働政策研究・研修機構も、労働市場への参加が 2004 年以降も進まないと仮定したケース（経済成長率人口
一人あたり１％）で、日本の労働力人口は 2030 年に約 5,600 万人となり、現在よりも 1,000 万人以上減少すると
推計している（秋山 2007）。 
4  2007 年 12 月に出された「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議の「仕事と生活の調和憲章」では、
10 年後の数値目標として「25 歳～44 歳の女性の従業率を現状の 64.9％から 69～72％に」と設定されている。
ただし、ここでは既婚か未婚かを区別していない。 



































                                                                                                                                                                    




7 この傾向は 20 年間ほとんど変化していない。 
8  求職者の現在の無業者に占める割合。 
9 人口動態統計（厚生労働省統計情報部）より、2005年の平均初婚年齢は女性で28.0歳、第一子出生時の母親  4
 























（３）  Ｍ字型カーブの都道府県別寄与度 
再び女性の労働力率の推移をみた国勢調査結果（図表２－１）に戻る。1990 年（平成２年）から
2005 年（平成 17 年）までの４回の調査結果を比較すると、労働力率は総じて上昇傾向にある
11。
ここで、Ｍ字の谷の深さに注目して、左のピーク（25～29 歳）と谷（30～34 歳）の労働力率の差を
みると、2000 年調査で 12.6 ポイントであった差が、2005 年調査では 10.1 ポイントとなり、30～34
歳層の労働参加が進む様子がわかる。ただし、25～34 歳女性の労働力率変化に関しては、晩婚
化要因（労働力率の高い未婚者と労働力率の低い既婚者の構成の変化）が労働力化要因（就業
                                                                                                                                                                    




11 10 代後半（2000 年 17.4％→2005 年 16.8％）と 20 代前半（2000 年 74.2％→2005 年 67.7％）の労働力率は低
下しているが、これは高学歴化の進展によって労働市場への参入が遅くなっていることが原因と考えられる。不












【図表２－４】    コーホートの変化 
  人口  （人）  労働力人口  （人） 労働力率  （％）
2000 年に 20 代後半  4,825,032 3,356,561 69.6 
2005 年に 30 代前半  4,821,592 2,968,330 61.6 
変  化  -3,440 -388,231 -8.0 (Pt.) 
出所：国勢調査（2000 年、2005 年） 
 






おおむね比例している様子が明らかである。すなわち、東京都が 1.45 ポイント、大阪が 0.82 ポイ
ント、神奈川 0.69 ポイント、埼玉 0.61 ポイント、千葉 0.52 ポイント、愛知 0.45 ポイントと続く。この 6








                                                        
12 今田（1996:43）は、Ｍ字のボトムである30～34歳層の就業率の増加について、晩婚化による効果に加えて、比
較的早い時期に育児を終了した女性の労働市場への再参入の増加・早期化を指摘している。 
13 ここでは悉皆調査である国勢調査を使用しているため、サンプルのバイアスを考慮する必要がない。   6
るのかをみていくこととしたい。 
 















（５）  都道府県別の 25～44 歳既婚女性就業率 
前章でも触れたとおり、政府の経済財政諮問会議（労働市場改革専門調査会）は、25～44 歳















                                                        
14 2003 年、アメリカ 69.7％、オランダ 67.9％、ドイツ 65.1％  出所：ILO”LABORSTA”   7
そこで、25～44 歳既婚女性の労働力率が、全都道府県で政府の目標値（71％）に到達した場
合を想定し、前節と同様に必要な就業者数を試算する。25～44 歳既婚女性の総人口は 1,083 万
人で、就業率が現在の 53.5％から 71％に上がれば、この年齢層の就業者数は現在の 579 万人
から 769 万人となる。つまり、政府の目標値が実現した場合には、全国で約 190 万人の既婚女性
が労働市場に（再）参入し、女性就業率のＭ字型カーブも解消される。 
 









ことがわかる。20 歳代後半から 30 歳代前半への労働力率の下落は、地方圏では５～６ポイントに
とどまるが、大都市圏では 10 ポイント以上である。さらに、Ｍ字の谷からの回復の程度、すなわち































































































                                                        
19  繰り返しになるが、この年齢層は政府が就業率向上の数値目標を掲げる層でもある。 





750 万人、約 320 万人となる。大都市圏では、労働力人口はケースⅠで約 320 万人、ケースⅡで






















                                                        
21  政府の 2007 年４月の目標は「既婚」女性の就業率 71％で、2007 年 12 月発表の「仕事と生活の調和憲章」で
は未婚・既婚を区別しない 25～44 歳女性の就業率 69～72％であるが、就業構造基本調査の公表データか




















































  まず、有業女性の労働時間（仕事＋通勤）をみると、大都市圏では８時間 42 分、地方圏では８
時間 17 分であり、大都市圏のほうが１日当たり 25 分長い。就業形態別でみた場合
25、正規従業
員は、大都市圏で９時間 56 分、地方圏で９時間 11 分と、大都市圏の正規従業員女性は地方圏
の同女性よりも１日当たり 45 分長く働いている。一方、パート労働者の場合では、大都市圏で６時





ける時間は大都市圏で２時間 56 分、地方圏で２時間 50 分と差は小さい。育児に費やす時間は２











                                                        
24 年代の加重平均は、行動者数（調査日に当該行動をした人の数）をウェイトとした加重平均である。 
25 就業形態別データは年齢階級別に公表されていない。   13



























計）は、関東大都市圏では 11 時間５分で、北陸地方（10 時間 24 分）よりも１日あたり 41 分長い。
就業形態別にみた場合でも、正規雇用、アルバイト、自営業すべてにおいて、それぞれ 48 分、１
時間 18 分、１時間 25 分、大都市圏男性の労働時間は長く、男性の労働時間の長さにも大都市
問題をみることができる。 






















（３）  地域による就業支援 
3-1  母親の就業率 






















歳の子をもつ母親就業率は、大都市圏で 20％、地方圏でも 40％台と、M 字型カーブの谷の 30
～34 歳女性全体の労働力率よりさらに低い。これは、出産に直面した女性の継続就業が、大都
市圏において極めて困難な状況の反映といえる。 



























1998 年調査で 12.7%であった「徒歩５分程度」の子世帯の居住割合は、2003 年調査では 7.6%に
                                                        
28  大阪府および兵庫県を大都市圏に、鳥取県および島根県を地方圏に対応させて同様の分析を行った。  
29 三世代同居率は、 一般世帯総世帯数に対する三世代世帯数 （ 「夫婦、 子供と両親からなる世帯」 、 「夫婦、
子供とひとり親から成る世帯」 、 「夫婦、子供、親と他の親族から成る世帯」の合計）の割合として算出
した。 
30  調査方法、サンプル数の違いから、国勢調査の結果と直接対応させることはできない。   16
減少している

































                                                        
31  「片道○分（時間） 」とは，ふだん行き来に利用している交通手段による所要時間をいう。平成 10 年
調査では「片道 15 分」の区分は設けられておらず、 「徒歩５分」と「片道１時間」のみ。 



































                                                        
33  保育状況と女性の就業との関連を都道府県別に分析した研究としては、前田（2002） 、森田（2002） 、
武田ほか（2004）など。 















へと引き継がれた。しかしながら、2006 年度時点の事業実績は、保育ママ 105 人、利用児童 319











（４）  その他の支援 








                                                        
35  並行して、産休・育休明け入所予約モデル事業、年度途中入所円滑化事業も実施された。 



































                                                        


































                                                        
38 出典：ＯＥＣＤ（2007） 「Education at a glance: OECD indicators」 （Table A8.1a. Employment rates and 
educational attainment, by gender (2005) 
39  男性については、日本の学歴別労働力率は中等教育修了者、高等教育修了者ともに加盟国平均よりも































（５）  本章のまとめ 
本章では、女性自身および配偶者の生活時間、地域や家族による育児支援、産業構造や雇








43  賃金構造基本調査（2006 年）の「きまって支給する現金給与額」都道府県別データ。平均消費者物価
地域差指数（県庁所在地ごとの消費者物価指数）でコントロールすれば、地域差は縮小するものの、ト
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  都道府県 15-64歳人口 労働力人口 労働力率 69.0％の時の
労働力人口 増加
 1 福井県  256,261  176,775 69.0  176,775  0
 2 山形県  365,808  251,945 68.9  252,343  398
 3 富山県  349,985  240,618 68.8  241,428  810
 4 島根県  218,326  148,279 67.9  150,607  2,328
 5 鳥取県  186,791  126,273 67.6  128,853  2,580
 6 長野県  671,447  452,043 67.3  463,180  11,137
 7 石川県  379,885  254,613 67.0  262,054  7,441
 8 新潟県  748,679  500,991 66.9  516,457  15,466
 9 佐賀県  275,620  182,422 66.2  190,129  7,707
 10 岩手県  425,418  281,433 66.2  293,464  12,031
 11 宮崎県  367,026  240,705 65.6  253,183  12,478
 12 秋田県  350,065  228,893 65.4  241,483  12,590
 13 高知県  247,661  161,875 65.4  170,843  8,968
 14 静岡県  1,215,611  793,816 65.3  838,558  44,742
 15 熊本県  584,437  381,589 65.3  403,159  21,570
 16 岐阜県  684,423  440,149 64.3  472,131  31,982
 17 福島県  644,418  412,366 64.0  444,535  32,169
 18 青森県  464,448  295,460 63.6  320,387  24,927
 19 山梨県  276,456  174,818 63.2  190,706  15,888
 20 香川県  319,628  201,575 63.1  220,487  18,912
 21 群馬県  645,687  405,452 62.8  445,410  39,958
 22 鹿児島県  547,032  343,343 62.8  377,356  34,013
 23 大分県  384,194  240,725 62.7  265,026  24,301
 24 三重県  598,346  374,118 62.5  412,753  38,635
 25 長崎県  471,594  293,906 62.3  325,317  31,411
 26 栃木県  648,291  401,948 62.0  447,207  45,259
 27 山口県  469,279  290,376 61.9  323,720  33,344
 28 徳島県  256,674  157,047 61.2  177,060  20,013
 29 広島県  932,713  569,267 61.0  643,408  74,141
 30 愛知県  2,384,507  1,454,891 61.0  1,644,890  189,999
 31 岡山県  625,042  380,647 60.9  431,169  50,522
 32 滋賀県  451,708  272,304 60.3  311,599  39,295
 33 愛媛県  468,690  282,242 60.2  323,314  41,072
 34 宮城県  776,455  461,517 59.4  535,617  74,100
 35 茨城県  962,286  571,821 59.4  663,808  91,987
 36 福岡県  1,707,075  1,007,978 59.0  1,177,581  169,603
 37 和歌山県  331,198  194,665 58.8  228,468  33,803
 38 北海道  1,900,532  1,104,318 58.1  1,311,033  206,715
 39 京都府  890,021  515,049 57.9  613,958  98,909
 40 埼玉県  2,382,363  1,372,220 57.6  1,643,411  271,191
 41 沖縄県  441,365  251,981 57.1  304,464  52,483
 42 千葉県  2,034,176  1,157,139 56.9  1,403,224  246,085
 43 神奈川県  2,938,736  1,654,645 56.3  2,027,211  372,566
 44 兵庫県  1,876,047  1,049,936 56.0  1,294,142  244,206
 45 東京都  4,244,276  2,372,733 55.9  2,927,804  555,071
 46 大阪府  2,994,270  1,652,859 55.2  2,065,519  412,660
 47 奈良県  486,501  254,492 52.3  335,600  81,108
全国  41,881,451  25,034,257 59.8  28,890,832  3,856,575











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出所：総務省統計局「平成 14 年就業構造基本調査」 






























全国 42,677,300 24,958,000 58.5% 7,503,300 32,461,300 76.1% 3,229,800 28,187,800 66.0%
大都市圏 17,179,000 9,720,100 56.6% 3,234,800 12,954,900 75.4% 1,384,700 11,104,800 64.6%
　北海道 1,953,400 1,106,600 56.6% 339,500 1,446,100 74.0% 136,800 1,243,4006 3 . 7 %
　青森県 483,000 292,100 60.5% 81,000 373,100 77.2% 38,300 330,400 68.4%
　岩手県 442,600 277,800 62.8% 66,700 344,500 77.8% 29,300 307,100 69.4%
　宮城県 793,000 456,500 57.6% 146,600 603,100 76.1% 63,100 519,600 65.5%
　秋田県 368,100 220,800 60.0% 58,600 279,400 75.9% 28,300 249,100 67.7%
　山形県 376,400 249,700 66.3% 53,500 303,200 80.6% 26,800 276,500 73.5%
　福島県 661,300 411,800 62.3% 101,800 513,600 77.7% 44,200 456,000 69.0%
　茨城県 986,300 581,000 58.9% 161,700 742,700 75.3% 71,000 652,000 66.1%
　栃木県 655,300 392,600 59.9% 111,000 503,600 76.9% 47,200 439,800 67.1%
　群馬県 660,600 402,800 61.0% 115,600 518,400 78.5% 51,100 453,900 68.7%
　埼玉県 2,431,500 1,371,400 56.4% 457,400 1,828,800 75.2% 192,900 1,564,3006 4 . 3 %
　千葉県 2,065,800 1,154,200 55.9% 394,300 1,548,500 75.0% 163,300 1,317,5006 3 . 8 %
　東京都 4,236,900 2,512,700 59.3% 756,400 3,269,100 77.2% 316,900 2,829,6006 6 . 8 %
　神奈川県 2,956,300 1,588,900 53.7% 585,400 2,174,300 73.5% 243,600 1,832,500 62.0%
　新潟県 772,500 492,800 63.8% 110,000 602,800 78.0% 48,300 541,100 70.0%
　富山県 359,800 237,800 66.1% 48,300 286,100 79.5% 20,600 258,400 71.8%
　石川県 387,300 259,900 67.1% 49,900 309,800 80.0% 19,400 279,300 72.1%
　福井県 260,600 176,800 67.8% 32,600 209,400 80.4% 14,000 190,800 73.2%
　山梨県 281,900 173,700 61.6% 46,800 220,500 78.2% 21,300 195,000 69.2%
　長野県 689,700 454,000 65.8% 105,900 559,900 81.2% 46,100 500,100 72.5%
　岐阜県 699,900 441,400 63.1% 111,800 553,200 79.0% 43,600 485,000 69.3%
　静岡県 1,243,800 784,900 63.1% 190,100 975,000 78.4% 79,700 864,600 69.5%
　愛知県 2,404,800 1,443,600 60.0% 394,300 1,837,900 76.4% 175,500 1,619,1006 7 . 3 %
　三重県 609,600 378,300 62.1% 90,400 468,700 76.9% 41,000 419,300 68.8%
　滋賀県 450,300 268,400 59.6% 77,800 346,200 76.9% 34,400 302,800 67.2%
　京都府 904,600 511,100 56.5% 173,300 684,400 75.7% 70,700 581,800 64.3%
　大阪府 3,083,700 1,649,300 53.5% 647,000 2,296,300 74.5% 292,500 1,941,8006 3 . 0 %
　兵庫県 1,914,300 1,012,200 52.9% 388,800 1,401,000 73.2% 164,000 1,176,2006 1 . 4 %
　奈良県 502,000 251,000 50.0% 102,900 353,900 70.5% 40,800 291,800 58.1%
　和歌山県 345,600 193,200 55.9% 63,900 257,100 74.4% 26,700 219,900 63.6%
　鳥取県 190,200 122,000 64.1% 27,400 149,400 78.5% 12,600 134,600 70.8%
　島根県 226,400 147,800 65.3% 30,500 178,300 78.8% 13,800 161,600 71.4%
　岡山県 634,100 377,300 59.5% 98,900 476,200 75.1% 42,700 420,000 66.2%
　広島県 953,500 566,500 59.4% 164,300 730,800 76.6% 68,600 635,100 66.6%
　山口県 487,400 292,900 60.1% 73,100 366,000 75.1% 31,000 323,900 66.5%
　徳島県 263,700 156,100 59.2% 41,700 197,800 75.0% 17,900 174,000 66.0%
　香川県 328,400 197,900 60.3% 51,900 249,800 76.1% 20,700 218,600 66.6%
　愛媛県 484,700 285,200 58.8% 80,400 365,600 75.4% 31,800 317,000 65.4%
　高知県 255,900 166,200 64.9% 39,900 206,100 80.5% 19,100 185,300 72.4%
　福岡県 1,736,600 1,008,000 58.0% 320,200 1,328,200 76.5% 150,700 1,158,7006 6 . 7 %
　佐賀県 281,000 179,800 64.0% 41,300 221,100 78.7% 19,000 198,800 70.7%
　長崎県 489,200 287,500 58.8% 79,700 367,200 75.1% 33,600 321,100 65.6%
　熊本県 597,300 376,900 63.1% 84,400 461,300 77.2% 38,500 415,400 69.5%
　大分県 394,500 235,000 59.6% 63,100 298,100 75.6% 28,500 263,500 66.8%
　宮崎県 376,800 236,200 62.7% 59,200 295,400 78.4% 28,500 264,700 70.2%
　鹿児島県 560,200 335,100 59.8% 91,800 426,900 76.2% 36,000 371,100 66.2%
　沖縄県 436,000 239,800 55.0% 91,900 331,700 76.1% 45,200 285,000 65.4%




























































全国 17,315,000 11,051,700 63.8% 3,893,500 14,945,200 86.3% 1,489,400 12,541,100 72.4%
大都市圏 7,285,400 4,400,600 60.4% 1,743,300 6,143,900 84.3% 659,500 5,060,100 69.5%
　北海道 759,400 468,500 61.7% 172,200 640,700 84.4% 59,000 527,500 69.5%
　青森県 183,600 124,900 68.0% 38,900 163,800 89.2% 16,900 141,800 77.2%
　岩手県 167,100 119,100 71.3% 31,900 151,000 90.4% 13,200 132,300 79.2%
　宮城県 313,900 205,400 65.4% 73,500 278,900 88.8% 29,900 235,300 75.0%
　秋田県 134,100 96,500 72.0% 25,800 122,300 91.2% 11,900 108,400 80.8%
　山形県 142,800 107,900 75.6% 25,000 132,900 93.1% 12,200 120,100 84.1%
　福島県 256,700 180,200 70.2% 48,800 229,000 89.2% 18,800 199,000 77.5%
　茨城県 388,600 251,800 64.8% 81,800 333,600 85.8% 31,700 283,500 73.0%
　栃木県 260,800 168,900 64.8% 58,800 227,700 87.3% 21,000 189,900 72.8%
　群馬県 263,600 173,100 65.7% 58,900 232,000 88.0% 24,600 197,700 75.0%
　埼玉県 999,900 593,900 59.4% 246,300 840,200 84.0% 92,100 686,000 68.6%
　千葉県 843,600 497,900 59.0% 219,700 717,600 85.1% 86,700 584,600 69.3%
　東京都 1,862,700 1,197,400 64.3% 397,900 1,595,300 85.6% 145,100 1,342,5007 2 . 1 %
　神奈川県 1,273,900 729,900 57.3% 323,900 1,053,800 82.7% 116,700 846,600 66.5%
　新潟県 296,400 221,500 74.7% 49,800 271,300 91.5% 19,300 240,800 81.2%
　富山県 139,500 104,100 74.6% 23,400 127,500 91.4% 9,600 113,700 81.5%
　石川県 155,500 118,900 76.5% 23,400 142,300 91.5% 8,400 127,300 81.9%
　福井県 104,500 78,700 75.3% 16,200 94,900 90.8% 5,800 84,500 80.9%
　山梨県 114,000 76,300 66.9% 23,800 100,100 87.8% 9,200 85,500 75.0%
　長野県 278,500 193,900 69.6% 55,400 249,300 89.5% 21,200 215,100 77.2%
　岐阜県 276,200 187,600 67.9% 58,200 245,800 89.0% 20,500 208,100 75.3%
　静岡県 500,900 338,000 67.5% 100,000 438,000 87.4% 35,900 373,900 74.6%
　愛知県 1,017,700 634,200 62.3% 229,000 863,200 84.8% 91,200 725,400 71.3%
　三重県 245,600 168,100 68.4% 46,700 214,800 87.5% 18,400 186,500 75.9%
　滋賀県 185,400 120,600 65.0% 41,600 162,200 87.5% 15,000 135,600 73.1%
　京都府 361,000 225,200 62.4% 85,500 310,700 86.1% 30,900 256,100 70.9%
　大阪府 1,287,600 747,300 58.0% 326,500 1,073,800 83.4% 127,700 875,000 68.0%
　兵庫県 785,400 465,700 59.3% 204,200 669,900 85.3% 72,500 538,200 68.5%
　奈良県 198,900 110,600 55.6% 54,800 165,400 83.2% 19,900 130,500 65.6%
　和歌山県 135,600 82,300 60.7% 34,400 116,700 86.1% 13,200 95,500 70.4%
　鳥取県 72,400 53,100 73.3% 12,700 65,800 90.9% 5,400 58,500 80.8%
　島根県 84,100 63,200 75.1% 13,700 76,900 91.4% 6,200 69,400 82.5%
　岡山県 247,200 165,500 66.9% 51,100 216,600 87.6% 19,100 184,600 74.7%
　広島県 383,400 246,900 64.4% 85,700 332,600 86.8% 32,200 279,100 72.8%
　山口県 179,700 115,800 64.4% 37,400 153,200 85.3% 13,100 128,900 71.7%
　徳島県 100,700 68,700 68.2% 19,500 88,200 87.6% 7,100 75,800 75.3%
　香川県 129,100 86,300 66.8% 26,000 112,300 87.0% 10,300 96,600 74.8%
　愛媛県 187,000 119,100 63.7% 41,600 160,700 85.9% 15,400 134,500 71.9%
　高知県 96,400 71,800 74.5% 18,200 90,000 93.4% 8,700 80,500 83.5%
　福岡県 686,100 443,200 64.6% 159,600 602,800 87.9% 67,900 511,100 74.5%
　佐賀県 106,900 77,000 72.0% 19,200 96,200 90.0% 8,300 85,300 79.8%
　長崎県 186,100 123,600 66.4% 40,900 164,500 88.4% 15,600 139,200 74.8%
　熊本県 229,300 166,300 72.5% 40,300 206,600 90.1% 17,300 183,600 80.1%
　大分県 149,200 99,700 66.8% 31,300 131,000 87.8% 13,100 112,800 75.6%
　宮崎県 142,600 100,300 70.3% 28,600 128,900 90.4% 12,700 113,000 79.2%
　鹿児島県 213,100 142,500 66.9% 45,600 188,100 88.3% 17,000 159,500 74.8%
　沖縄県 187,800 120,200 64.0% 45,600 165,800 88.3% 21,700 141,900 75.6%






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































y = 0.0106x + 0.7298
R
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